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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 13,244 12,072 11,115 7,251 7,426

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 716 700 434 △268 313

親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主

に帰属する当期純損失

（△）

（百万円） 504 434 31 △310 247

包括利益 （百万円） 437 394 △15 △306 248

純資産額 （百万円） 5,610 5,628 5,231 4,722 4,476

総資産額 （百万円） 7,731 8,093 6,797 6,310 6,254

１株当たり純資産額 （円） 365.80 369.33 347.14 313.80 326.77

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 33.51 28.89 2.06 △20.63 16.90

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 71.2 68.7 76.9 74.8 71.6

自己資本利益率 （％） 9.2 7.9 0.6 － 5.4

株価収益率 （倍） 16.3 16.3 137.3 － 18.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 540 973 382 △114 359

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △323 △394 97 11 224

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △604 △116 △796 △140 △419

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 3,949 4,399 4,046 3,802 3,978

従業員数
（人）

301 305 269 256 226

(外、平均臨時雇用者数) (35) (21) (23) (19) (13)

（注）１.第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。その他の期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.第26期の自己資本利益率については、親会社株主に帰属する当期純損失であるため記載しておりません。ま

た、株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用

しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっ

ております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 11,554 10,216 9,081 5,601 5,878

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 828 507 607 △270 86

当期純利益又は当期純損

失（△）
（百万円） 581 298 △20 △282 75

資本金 （百万円） 751 751 751 751 100

発行済株式総数 （株） 15,050,000 15,050,000 15,050,000 15,050,000 15,050,000

純資産額 （百万円） 5,267 5,191 4,798 4,324 3,906

総資産額 （百万円） 7,213 7,345 6,137 5,716 5,413

１株当たり純資産額 （円） 350.01 344.92 318.81 287.35 285.15

１株当たり配当額

（円）

25 25 25 － 7

（うち１株当たり中間配

当額）
(12) (12) (12) (－) (3)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 38.63 19.83 △1.39 △18.80 5.14

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 73.0 70.7 78.2 75.6 72.2

自己資本利益率 （％） 11.2 5.7 － － 1.8

株価収益率 （倍） 14.2 23.8 － － 60.3

配当性向 （％） 64.7 126.1 － － 136.2

従業員数
（人）

192 165 164 152 139

(外、平均臨時雇用者数) (29) (16) (15) (13) (10)

株主総利回り （％） 92.3 84.2 57.7 59.2 63.2

（比較指標：配当込みＴ

ＯＰＩＸ）
（％） (115.9) (110.0) (99.6) (141.5) (144.3)

最高株価 （円） 627 557 497 320 365

最低株価 （円） 513 405 260 241 280

（注）１.第25期及び第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。その他の期の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.第25期及び第26期の自己資本利益率については、当期純損失であるため記載しておりません。また、株価収益

率及び配当性向については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３.最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場ＪＡＳＤＡＱ スタンダード）におけるものです。

４.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用して

おり、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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２【沿革】

年月 事項

1994年２月 現代広告社（創業者山本正卓の個人事業）創業

1995年４月 広告業を目的として、東京都八王子市に株式会社現代広告社設立（資本金10,000千円）

1997年３月 宮城県仙台市に東北支社（現、仙台営業所）開設

1999年10月 福岡県福岡市に福岡営業所開設

2000年５月 東京都台東区に上野営業所（現、東京支社）開設

2000年８月 大阪府大阪市に大阪営業所（現、大阪支社）開設

2001年５月 愛知県名古屋市に名古屋営業所開設

2003年８月 商号をゲンダイエージェンシー株式会社に変更

2004年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録

2004年11月 株式会社プラクト（連結子会社）を設立

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年４月 埼玉県さいたま市にさいたま営業所開設

広島県広島市に広島営業所開設

株式会社バリュー・クエスト（連結子会社）の株式を取得し持分法適用会社化

2005年10月 栃木県宇都宮市に宇都宮営業所開設

2006年１月 株式会社ランドサポート（現、連結子会社）を設立

2006年３月 株式会社プラクトを吸収合併

2006年６月 株式会社バリュー・クエストの株式を追加取得し連結子会社化

2008年５月 株式会社マスターシップ（連結子会社）を設立

2010年４月  ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現、東京

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場

2010年７月 株式会社ジュリアジャパン（現、連結子会社）の発行済株式を100％取得し子会社化

2010年12月 株式会社マスターシップの特別清算を結了

2012年１月 株式会社ジールネット（現、連結子会社）を設立

2012年３月 株式会社バリュー・クエストの全株式を譲渡し連結から除外

2012年９月 香港にGendai Agency HK Ltd.を設立

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場

2014年２月 Gendai Agency HK Ltd.の子会社として、香港にGendai R1 Ltd.を設立

2014年３月 株式会社ユーアンドユー（現、連結子会社）の発行済株式を100％取得し子会社化

2014年４月 株式会社エンサインアド（連結子会社）を設立

株式会社ジュリアジャパン（現、連結子会社）が、株式会社エルイーディーの発行済株式（自己株

式を除く）を100％取得し子会社化

2015年４月 当社がGendai Agency HK Ltd.が保有するGendai R1 Ltd.の発行済株式の全部を取得し、連結子会社

化

2016年11月 株式会社アーク（現、連結子会社）を設立

2017年２月 シンガポールにGDLH Pte.Ltd.（連結子会社）を設立

2017年10月 株式会社ジュリアジャパン（吸収合併存続会社）と株式会社エルイーディー（吸収合併消滅会社）

を吸収合併の方式により合併

2017年11月 Gendai R1 Ltd.の全株式を譲渡し連結から除外

2017年12月 Gendai Agency HK Ltd.の全株式を譲渡し連結から除外

2020年３月 GDLH Pte.Ltd.の全株式を譲渡し連結から除外

2020年10月 株式会社ジールネット（吸収合併存続会社）と株式会社エンサインアド（吸収合併消滅会社）を吸

収合併の方式により合併

2021年３月 株式会社プレスエー（現、連結子会社）の発行済株式を100％取得し子会社化

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所のＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）から

スタンダード市場に移行
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ゲンダイエージェンシー株式会社）及び子会社６社により構成

されております。

 (1)広告事業

　当社、連結子会社㈱ユーアンドユー、㈱ジュリアジャパン、㈱ジールネット及び㈱プレスエーにおいて、広告の企

画制作を行っております。

　品目別の内容は以下のとおりであります。

品　目 事業の内容

折込広告 新聞折込広告の企画制作

インターネット インターネットメディアを利用した広告の企画制作

販促物 ダイレクトメール、店舗内外装飾用ポスター・ＰＯＰ等の印刷物、ノベルティー等の企画制作

クリエイティブ 映像、デザイン等の制作受託

媒　体 テレビ、ラジオ、新聞及び雑誌等のマスメディアを利用した広告の企画制作

その他 店舗イベントの企画運営

 

 (2)不動産事業

　連結子会社㈱ランドサポートにおいて、パチンコホールを始めとした商業施設全般に関する不動産の賃貸、仲介等

を行っております。

(3)その他事業

　連結子会社㈱ジールネットにおいて、キャンピングカーレンタル事業、㈱アークにおいて新事業開発を行っており

ます。

[事業系統図]

事業系統図は、以下のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な事業の内容

（注）１

議決権の
所有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱ユーアンドユー

（注）２

東京都

渋谷区
60 広告事業 100.0 役員の兼任あり。

㈱ジュリアジャパン

（注）２

東京都

新宿区
45 広告事業 100.0

当社は映像、ウェブ及
びデザイン等の制作を
外注している。
役員の兼任あり。

㈱ジールネット

（注）２

東京都

新宿区
35

広告事業

その他事業
100.0

 
役員の兼任あり。
 

㈱プレスエー
東京都

新宿区
１ 広告事業 100.0

当社で業務運営全般を
受託している。
当社から役員の派遣あ
り。

㈱ランドサポート

（注）２

東京都

新宿区
50 不動産事業 100.0 役員の兼任あり。

㈱アーク

（注）２

東京都

新宿区
25 その他事業 100.0

 

役員の兼任あり。

 

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
２．特定子会社に該当しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2022年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

広告事業 223 (13)

不動産事業 － (－)

報告セグメント計 223 (13)

その他 － (－)

全社（共通） 3 (－)

合計 226 (13)

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタ
イマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも
のであります。

３．従業員数が前連結会計年度比で減少しているのは、主として新規採用の抑制等によるものであります。
 

(2）提出会社の状況

   2022年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

139(10) 39.06 11.83 5,354

 

セグメントの名称 従業員数（人）

広告事業 136 (10)

全社（共通） 3 (－)

合計 139 (10)

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会
社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
３．全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。
 

(3）労働組合の状況
労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（1）経営方針

　当社グループは、「イノベーションと創造性に満ちた取り組みで、クライアントの業績発展を支援する活動を

通じて、豊かな社会の実現に貢献します。」を合言葉に、常に、真摯な姿勢と熱意をもって、最良なサービス提

供に努めることで、クライアント企業のコミュニケーション戦略実現のパートナーとして信頼される企業を目指

してまいります。さらに、広告事業の枠にとらわれない、新たなビジネスモデルやサービスの開発に挑戦してい

きたいと考えております。

　また、行動規範に①法令遵守②株主重視③顧客満足④従業員尊重の４つを掲げ、当社グループを取り巻くス

テークホルダーの要求を満たしながら、企業価値の最大化に努めてまいります。

 

（2）経営戦略等

　当社グループは、主力のパチンコホール広告分野において、広告サービスの付加価値と生産性の向上を不断に

追求し、厳しい環境下においても最大限の収益を確保していくと同時に、特定業種への依存度が高い現状を改善

し収益の多様化を実現させるため、常に新たな事業機会を模索し、積極的な事業開発に取り組むことにより、グ

ループの持続的な成長を実現していきたいと考えております。

　なお、持続的な成長を実現するため取り組むべき戦略課題のうち、主なものは以下のとおりであります。

 

①パチンコホール広告以外の分野における市場開拓

　広告事業においては、これまで主力であったパチンコホール広告分野における市場の需要が持続的に減少する

中で、収益性を安定させることが急務であります。そのため、パチンコホール広告以外の分野における市場開拓

をよりスピーディーに進めることで、特定業種に過度に依存しない収益の多様化を目指してまいります。

 

②集客施設におけるデジタルメディアの市場浸透

　広告メディア、コンテンツのデジタル化が急速に進展する中、クライアントのニーズに応えるため、各種集客

施設のユーザーにそれぞれ特化した自社開発メディアの充実、各種インターネット広告ツールを提供する外部パ

ートナーとのアライアンスによる、クライアント向けサービスの開発や提供等に加えて、これまで当社が得意と

してきた紙媒体広告とインターネット広告に加え、映像、動画等デジタルコンテンツの複合によるプロモーショ

ン戦略の最適化策を提供することで、クライアントの集客戦略を支援してまいります。

 

③事業領域の拡大

　事業開発については、主として、現在の当社グループの主力事業である広告事業の隣接分野（デジタルメディ

ア、各種集客施設のエリアマーケティング等）に関する調査研究を強化し、グループの持続的成長の実現に向け

た事業領域の拡大に取り組んでまいります。また、他業界の有力企業との事業提携によるサービスラインの拡充

も積極的に推進してまいります。
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（3）経営環境と優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　次期の経営環境につきましては、当期以前から当社グループのクライアントである集客施設の集客活動に多大

な影響を及ぼした新型コロナウイルスの感染急拡大に伴う人流抑制策は緩和傾向で推移するものと想定してお

り、また、この期間において急減した広告需要についても緩やかに回復していくものと想定しております。

　こうした環境下において当社グループでは、主力のパチンコホール、フィットネス関連広告以外の新たなセク

ターでの新規顧客開拓を推進するとともに、特にインターネット広告や動画サービス等のデジタル広告領域にお

いてサービスラインナップを充実させることで業績を再び成長軌道に乗せ、さらに固定費を中心とするコスト管

理を徹底することにより、対当期比で増収増益を達成することを計画しております。

そうした環境を踏まえ、当社グループでは次の３点を対処すべき課題と認識し、取り組んでまいります。

 

①主力のパチンコホール、フィットネス関連広告以外の新たなセクターでの新規顧客開拓

　当社グループでは、パチンコホール施設、フィットネス施設以外の広告分野における市場開拓をより積極的に

進めることで、特定業界に過度に依存しない収益の多様化を目指してまいります。

具体的には地域密着型の代理店を始めとしたパートナー企業との協業案件の推進や、これまで培った集客施設へ

の送客支援のノウハウを活かし、各種フランチャイズ分野での市場開拓を行ってまいります。さらには公営競技

等大型施設への集客支援サービスを提供し、グループ全体の収益構造の転換を図ってまいります。

 

②デジタル・アド分野におけるサービスラインナップの充実

　当社グループはこれまで動画作成サービスをはじめ、フィットネス検索サイト「FIT Search」やフィットネス

施設送客支援サイト「IDEAL」といったデジタル・アド分野のサービスを拡充させて参りました。今後もデジタ

ル・アド分野における急激なテクノロジーの進化に適応した広告サービスの開発を行ない、サービスラインナッ

プを充実させることで、業績を再び成長軌道に乗せてまいります。

 

③持続的な成長のための人材育成と登用の推進

　当社グループは当期より、成果型報酬に重点を置いた人事制度を導入し、従業員の勤労意欲と生産性を高める

制度に移行いたしました。また、デジタル・アド分野で活躍する人材を育成するため、WEB広告検定等の試験制度

を整備いたしました。さらには、未来視点で今を変革し、イノベーションが起きやすい環境の醸成のため、新た

に次世代の人材を経営陣に積極登用いたしました。今後も持続的な収益力と成長力を併せ持つ企業となるため、

従業員の可能性を最大限に引き出すための然るべき育成と、成長意欲、経験および能力等の様々な観点から当社

の将来を担うであろう人材の積極的な登用を行ってまいります。

 

（4）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループが重要視している経営指標と、その実績は以下のとおりです。

 経営指標 中期的な目標値  2021年３月期（実績）  2022年３月期（実績）

 売上高営業利益率

（生産性と付加価値の向上）
10.0％以上 △4.0％ 4.0％

 ＲＯＥ

（資本効率の向上）
10.0％以上 △6.2％ 5.4％

　当連結会計年度においては、黒字転換を果たしたことで、売上高営業利益率、ＲＯＥとも大きく改善しました。

　引き続き「生産性」、「付加価値」及び「資本効率」を重視した経営を推進してまいります。
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項の記載は、原則として当

連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（1）特定業種の広告需要への依存について

　当社グループの事業内容は、「第１　企業の概況　３．事業の内容」に記載のとおりであり、当社グループの売

上高は特定業種であるパチンコホール業界の広告需要に大きく依存しております。当社グループが行う事業は、直

接法的規制を受けておりませんが、当社グループの主たる取引先であるパチンコホールは、「風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関する法律」及び「都道府県条例」による規制を受けるとともに、上記の法的規制以外にも、

過度な射幸心を抑制する目的や遊技機の不正改造等を防止する目的等から、パチンコホールの業界団体が各種の自

主規制を行っております。現状においても、近年の依存症問題に対する対策の一環として、広告表現、告知内容や

告知手段に多様な制限が課せられており、これらの制限が更に強化された場合には、市場内の広告需要の減少によ

り当社グループの業績が悪化する可能性があります。

　なお、当社グループでは、パチンコホールの広告需要は、各種規制の強化やパチンコ遊技人口や遊技単価の減少

にあわせて今後も持続的に減少するものと予測しており、当該需要の減少に対処すべく、フィットネス施設運営企

業をはじめとした、他の業種の顧客開拓を進めることにより、特定業界への依存度を低下させていく計画ではあり

ますが、パチンコホール広告需要が当社の予測を大きく下回った場合等には、当社グループの業績が悪化する可能

性があります。

　なお、現時点においては、当該リスクの発生可能性の評価や、具体的な影響額等の算定は困難であります。

 

(2）仕入価格上昇による、当社グループの収益性悪化のリスクについて

　足下で急激に進む資源価格の上昇や円安の影響により、当社グループが扱う紙媒体を中心とした広告制作物の仕

入価格の上昇が懸念されます。なお、仕入価格が上昇した際は、販売価格へ適正に転嫁する方針ではあるものの、

十分に転嫁出来ない場合、当社グループの収益性が悪化し、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、現時点においては、当該リスクの発生可能性の評価や、や具体的な影響額等の算定は困難であります。

 

(3）新型コロナウイルス感染症によるリスクについて

　新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の停滞は持ち直しの動きがみられるものの、今後新たな変異株の流

行やそれに伴う人流抑制策あった場合、当社グループのクライアントである集客施設の集客活動に多大な影響を及

ぼすことが予想され、広告需要の減少により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、現時点においては、当該リスクの発生可能性は低いと評価しておりますが、発生した場合における具体的

な影響額等の算定は困難であります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下、経営成績等という。）の状況の概要は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用

しております。

　これに伴い、代理人取引と判断される一部の取引について、その売上高の計上額を、これまで取引総額であった

ものから、純額へと変更しております。その結果、当連結会計年度における売上高については、従来の計上方法

（取引総額）と比較して、769百万円減少しております。よって、当連結会計年度における経営成績等に関する説明

は、売上高については前連結会計年度と比較しての増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記

載のとおりであります。

 

①経営成績の状況

　当連結会計年度における日本経済は、持ち直しの動きが続いているものの、新型コロナウイルス感染症による厳

しい影響が残る中で、一部に弱さがみられる状況です。

　当社グループの主要顧客であるパチンコホール業界においては感染拡大に伴い、緊急事態宣言やまん延防止等重

点措置の発出が常態化したことにより、施設利用者の来店自粛や、集客を目的とした広告宣伝が自粛される傾向に

あり、広告需要は低調に推移しました。また、パチンコホール以外の広告分野において、現在力を入れている

フィットネス施設についても、新型コロナウイルス感染症拡大の影響は大きく、広告需要は低迷しました。一方

で、９月末の緊急事態宣言解除後は、施設の集客数も緩やかに増加する傾向にあります。

　こうした環境下で、当社グループでは主力の広告事業において、パチンコホール以外の顧客開拓、取引深耕を推

進し、収益の底上げに向けた取り組みを進めてまいりました。これらの取り組みは一定の成果が得られ、当連結会

計年度の売上高は7,426百万円（前年同期は7,251百万円）、営業利益は296百万円（前年同期は290百万円の損

失）、経常利益は313百万円（前年同期は268百万円の損失）、親会社株主に帰属する当期純利益は247百万円（前年

同期は310百万円の損失）となりました。

　なお、セグメント別の状況は以下のとおりであります。

 

広告事業

　当連結会計年度におけるパチンコホール広告市場は、当上期中は、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発出

が常態化し、積極的な広告出稿は控えられる傾向にあったものの、前年同期にあった緊急事態宣言に基づく休業要

請はなく、パチンコホール施設自体の営業は継続して行われていたことから、店内告知物やインターネット広告等

において、一定の受注を確保することが出来ました。しかしながら、コロナ禍以前の広告需要回復までには至ら

ず、引き続き厳しい事業環境にありました。また、フィットネス施設広告においても同様に、広告需要は低調に推

移しました。一方で、下期に入ってからは、感染者数の減少を背景に、これらの施設の集客数は増加に転じたこと

もあり、集客広告需要も緩やかながらも回復の傾向にありました。しかしながら、2022年１月末の主要都府県に対

するまん延防止等重点措置が発出されたことにより、再び広告需要への影響が見られました。

　こうした環境下において、当社グループでは、新規業種の顧客開拓を推進いたしました。また、連結子会社㈱

ユーアンドユーにおいて、主力である通販広告以外の新分野における広告受注は、引き続き順調に増加しておりま

す。さらには、2021年３月に株式取得した㈱プレスエーの運営するフィットネス情報サイト「ＩＤＥＡＬ」につい

ても堅調に推移し、低迷するフィットネス広告分野における業績の下支えとなりました。また需要の回復に応じ

て、特に年末商戦における各種施設の集客広告提案に注力し、受注の拡大に努めました。

　これらの結果、売上高は7,356百万円（前年同期は7,187百万円）、セグメント利益は534百万円（前年同期は18百

万円の利益）となりました。

 

不動産事業

　当連結会計年度においては、連結子会社㈱ランドサポートが所有する千葉県柏市の土地の賃貸収益のほか、賃貸

仲介物件の引き渡し等に伴う手数料収益10百万円の計上がありました。

　その結果、売上高は59百万円（前年同期は57百万円）、セグメント利益は28百万円（前年同期は15百万円の利

益）となりました。

 

その他

　当連結会計年度においては、キャンピングカーレンタル事業等による、売上高は10百万円（前年同期は７百万

円）、セグメント損失は０百万円（前年同期は10百万円の損失）となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、主として税金等調整前当期純利益308百万円を計上したこと等により359

百万円の収入（前年同期は114百万円の支出）となりました。

 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産取得による支出が45百万円あった一方で、投資有価証券の償還

による収入が253百万円あったこと等により224百万円の収入（前年同期は11百万円の収入）となりました。

 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期及び長期借入金による収入が650百万円あった一方で、長期借入金の

返済による支出が575百万円、自己株式の取得による支出が449百万円あったこと等により419百万円の支出（前年同

期は140百万円の支出）となりました。

 

　これらの結果、現金及び現金同等物は当連結会計年度において175百万円増加し、3,978百万円となりました。

 

③財政状態の状況

資産

　当連結会計年度末における総資産は6,254百万円となり、前連結会計年度末比56百万円の減少となりました。これ

は、現金及び預金が175百万円増加する一方で、有価証券が253百万円減少したこと等によるものであります。

 

負債

　負債合計は1,777百万円となり、前連結会計年度末比189百万円の増加となりました。これは、主に借入金が75百

万円増加したこと等によるものであります。

 

純資産

　純資産合計は4,476百万円となり、前連結会計年度末比246百万円の減少となりました。これは、親会社株主に帰

属する当期純利益247百万円を計上する一方で、株主還元として自己株式取得449百万円及び利益配当44百万円を実

施したこと等によるものであります。

 

④生産、受注及び販売の実績

生産実績

　該当事項はありません。

 

受注実績

　当社グループの商品・サービスは、受注から納品までの期間がきわめて短いため、記載を省略しております。
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販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

前年同期比（％）

広告事業    

折込広告 （百万円） 2,822 －

インターネット （百万円） 2,242 －

販促物 （百万円） 1,010 －

クリエイティブ （百万円） 467 －

媒体 （百万円） 240 －

その他 （百万円） 572 －

広告事業計 （百万円） 7,356 －

不動産事業 （百万円） 59 －

その他 （百万円） 10 －

合計 （百万円） 7,426 －

（注）（会計方針の変更）に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

等を当連結会計年度の期首から適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更しております。このため、当該会

計基準適用前の前連結会計年度の実績値に対する前年同期比（％）は記載しておりません。なお、当該変更によ

り、従来の方法と比較して、当連結会計年度の広告事業の媒体の売上高は613百万円、インターネットの売上高

は129百万円、その他の売上高は26百万円減少しております。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、原則として、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①当社グループの財政状態及び経営成績の状況について

事業全体の経営成績の状況については以下のとおり分析しております。

 

売上高

当連結会計年度における売上高は、7,426百万円となりました（前年同期は7,251百万円）。当上期中は新型コロ

ナウイルス感染症に伴う人流抑制策の影響もあり、広告需要は低調に推移したものの、９月末の緊急事態宣言解除

後は回復基調となり、また当社以外の複数の連結子会社による収益の下支えもあったことから、前年を上回り推移

しました。なお、会計方針の変更により、売上高は従来の方法と比較して、769百万円減少しております。

 

売上原価、販売費及び一般管理費

当連結会計年度における売上原価は、5,298百万円と前連結会計年度に比べ201百万円の減少となりました。これ

は、広告取扱高に伴う外注取引高は増加した反面、主として「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29

号　2020年３月31日）等を適用したことにより、代理人取引と判断される一部の取引について、その売上高の計上

額を、これまで取引総額であったものから純額へと変更した結果、これまで原価として計上していた代理人取引に

係る外注費を原価として認識しなくなったためであります。

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、1,831百万円となり前連結会計年度に比べ211百万円（同

10.4％減）の減少となりました。これは主として前連結会計年度中における需要の急減に対応して人件費を中心と

する固定費の大幅な削減を実施し、その施策の効果が当連結会計年度に反映されたためであります。なお、販管費

比率は前連結会計年度に比べ3.5ポイント減少し、24.7％となりました。
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営業利益

当連結会計年度における営業利益は、296百万円（前年同期は290百万円の損失）となりました。主として前連結

会計年度と比較し、広告事業における需要の回復があったことに加え、前連結会計年度において取り組んだ販売費

及び一般管理費の削減効果があったことによるものであります。なお、売上高営業利益率は4.0％となりました。

 

営業外収益、営業外費用

当連結会計年度における営業外収益は、24百万円（前連結会計年度比６百万円減少）となりました。

当連結会計年度における営業外費用は、８百万円（前連結会計年度比０百万円減少）となりました。

 

経常利益

当連結会計年度における経常利益は、313百万円の経常利益（前年同期は268百万円の損失）となりました。ま

た、売上高経常利益率は4.2％となりました。

 

特別利益、特別損失

当連結会計年度における特別利益は、ありません。（前連結会計年度は－百万円）

当連結会計年度における特別損失は、主として投資有価証券評価損の計上により、４百万円（前連結会計年度は

－百万円）となりました。

 

税金等調整前当期純利益

当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、308百万円（前年同期は268百万円の損失）となりました。

 

税金費用（法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額）

当連結会計年度における税金費用は、61百万円と前連結会計年度に比べ18百万円（同42.7％増）の増加となりま

した。

 

親会社株主に帰属する当期純利益

当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純利益は247百万円（前年同期は310百万円の損失）となりま

した。

 

なお、セグメント別の状況については以下のとおり分析・検討しております。

 

広告事業

　(1）経営成績等の状況の概要　①経営成績の状況に記載のとおり、当連結会計年度の広告事業は、新型コロナウ

イルス感染拡大の影響に伴う広告需要の減少があったものの、下期に入り広告需要は回復基調になったことから、

売上高は7,356百万円、セグメント利益は、534百万円（前年同期は18百万円の利益）となりました。

なお、未だコロナ禍以前の広告需要回復までには至らず、引き続き厳しい事業環境は継続しております。

そうした中、次期においては、パチンコホール、フィットネス関連広告以外の新たなセクターでの新規顧客開拓

による収益の多様化が重要であると認識しております。具体的には、パートナー企業との協業案件の推進や、各種

フランチャイズ分野での市場開拓を行ってまいります。さらには公営競技等大型施設への集客支援サービスを提供

し、グループ全体の収益構造の転換を図ってまいります。

 

不動産事業

　(1）経営成績等の状況の概要　①経営成績の状況に記載のとおり、当連結会計年度においては、連結子会社㈱ラ

ンドサポートにおいて所有する千葉県柏市の土地の賃貸収益に加えて、賃貸仲介物件の引き渡し等に伴う手数料収

益10百万円の計上がありました。

　その結果、売上高は59百万円、セグメント利益は28百万円（前年同期は15百万円の利益）となりました。

なお、不動産事業においては、現時点では新たな土地取得の計画はありません。近年ではパチンコホールの新規

出店に伴う用地取得需要は減少しており、一方では企業間のＭ＆Ａ案件やパチンコホールからその他業種企業への

売却等が増加しております。したがって次期においては、パチンコホール出店案件以外の賃貸物件の取扱い件数の

増加や、パチンコホール企業のＭ＆Ａ案件に付随する不動産仲介、パチンコホール跡地へその他業種企業の誘致を

中心として活動し、収益力を向上させてまいります。
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その他

　(1）経営成績等の状況の概要　①経営成績の状況に記載のとおり、連結会計年度においては、連結子会社㈱ジー

ルネットが運営するキャンピングカーレンタル事業において、コロナ禍におけるアウトドア娯楽需要の高まりを受

け、受注が回復基調にあります。

　その結果、売上高は10百万円、セグメント損失は０百万円（前年同期は10百万円の損失）となりました。

 

また、財政状態については、以下のとおり分析しております。

 

　当社経営陣は、当社の株式上場以来、一貫して「持たざる経営」を意識し、健全で透明性の高いバランスシート

の維持に努めております。その結果、当連結会計年度末における流動比率は396.1％、自己資本比率は71.6％とな

り、継続的に高い安全性が確保できているものと判断しております。

 

②当社グループのキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性について

　当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。当社経営陣は、広告需要の減少に伴い、新規投資や、株主還元の原資

となる営業キャッシュ・フローが減少していることが課題であると認識しております。そのため、受注高の拡大、

コストの削減を実施し、営業キャッシュ・フローの安定化に努めてまいります。

　また、当社経営陣は、中長期的な資本の財源としては、持続的な当期純利益と潤沢な営業キャッシュ・フローの

獲得によりもたらされる充実した自己資本及び現金及び現金同等物残高が最も重要と考えております。また、資本

効率向上と財務安全性確保の観点から、現状の当社グループの事業規模においては、概ね4,000百万円程度（参

考：当連結会計年度末の純資産残高4,476百万円）の自己資本維持が最適であると判断しております。また、当連

結会計年度末における現金及び現金同等物残高は3,978百万円であり、今後の成長投資に備えた一定の投資余力を

確保できているものと判断しております。

　なお、当社グループでは収益構造の転換が課題となっており、とりわけ新たな事業分野での積極的な投資による

事業成長が重要と判断しております。従いまして、この先、事業規模の拡大を目的とした多額の投資が必要となる

場合においては、自己資本のみならず金融機関からの借入についても活用していく方針であります。一方で、必要

自己資本に余剰があると判断された場合には、自己株式の取得や配当等の株主還元を積極的に行うことで、継続的

な資本効率の向上を目指してまいります。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成にあたっては、市場価格のない株式の評価、固定資産の減損損失の認識、繰延税金

資産の回収可能性、のれんの回収可能性等において、会計上の見積りを行っております。なお、当連結会計年度に

おける会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、繰延税金資産の回収可能性については質的、金額的に

財務諸表に重要な影響を与えるものと判断しております。その詳細については、「第５　経理の状況　注記事項　

（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりであります。

 

④経営方針・経営戦略・経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標について

　当社グループが重要視している経営指標と、その実績値は「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題　(4)

経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等」に記載のとおりです。

　当連結会計年度における売上高営業利益率及びROEは、前連結会計年度と比較し、大幅に上昇いたしました。こ

れは、主として、前連結会計年度において、新型コロナウイルス感染拡大の影響により急減した広告需要が、当連

結会計年度においては一定の回復が見られたことによるものであります。

　当社経営陣は、パチンコホール以外の広告分野における受注拡大等による収益構造の転換や、既存の紙媒体広告

と比較して収益性の高い、自社ブランドのインターネット広告の拡販を重点施策としております。これらの施策を

次の事業成長につなげることで、売上高営業利益率の更なる回復を目指します。

　また、当連結会計年度におけるＲＯＥは、前連結会計年度から回復したものの、コロナ禍以前と比較すると、引

き続き低迷しております。これに対処すべく、適正な自己資本の水準を維持しつつ、上述の収益構造の転換により

当期純利益の絶対額を高めていく方針です。
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４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度において重要な設備の投資、除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

当社は、本社、神田オフィス（東京支社を含む）及び11営業拠点（営業所及び営業オフィス）を設けておりま

す。

以上のうち、主要な設備は以下のとおりであります。

2022年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

合計

本社　（注）２

(東京都新宿区)

全社及び

広告事業
事務所設備 8 3 6 37 55

72

 

(4)

神田オフィス

(東京都千代田区)
広告事業

事務所及び

営業所設備
3 0 1 － 6

16

(－)

その他11営業拠点

（全国主要都市）

広告事業

及びその他
営業所設備 7 11 1 － 20

51

(7)

　（注）１．従業員数の（　）は外数で、2022年３月31日現在の臨時雇用者数を記載しております。

２．提出会社は本社事務所を賃借しており、年間賃借料は74百万円であります。

 

(2）連結子会社

2022年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)建物及び

構築物
工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

ソフト
ウエア

合計

㈱ランドサ

ポート（注）

２

賃貸用土地

(千葉県柏市)
不動産事業 賃貸用土地 － －

521

(3,278.6)
－

521

 

－

(－)

　（注）１．従業員数の（　）は外数で、2022年３月31日現在の臨時雇用者数を記載しております。

２．賃貸用土地は、すべて連結会社以外へ賃貸しております。
 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修及び除却等は次のとおりであります。

 

(1）重要な設備の新設

特記すべき事項はありません。

 

(2）重要な改修

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

本社
東京都
新宿区

全社及び
広告事業

販売管理シ
ステム改修

65 13 自己資金 2021.9 2022.9 －

 

(3）重要な設備の除却、売却等

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,400,000

計 66,400,000

 
②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（2022年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2022年６月28日）

上場金融商品取引所名又は登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 15,050,000 15,050,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）（事業年度末現在）

スタンダード市場（提出日現在）

単元株式数

100株

計 15,050,000 15,050,000 － －

 
（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2022年２月22日

（注）
－ 15,050,000 △651 100 △963 100

（注）2022年２月18日開催の臨時株主総会において、機動的かつ柔軟な資本政策を行うことを目的として、無償減資に
基づく資本金651百万円（資本金残高の86.7％）及び資本準備金963百万円（資本準備金残高の90.6％）を減少し
たことによるものであります。

 
（５）【所有者別状況】

       2022年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

　　（人）
－ 2 13 37 14 9 4,825 4,900 －

所有株式数

　　（単元）
－ 33 2,526 60,327 13,070 1,272 73,224 150,452 4,800

所有株式数の

割合（％）
－ 0.0 1.7 40.1 8.7 0.8 48.7 100 －

（注）自己株式1,350,300株は「個人その他」に13,503単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＧＡキャピタル株式会社（注２） 東京都渋谷区西原２丁目－26－３ 5,244,000 38.28

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ　Ｐ

ＵＲＩＴＡＮ　ＴＲ：　ＦＩＤＥＬＩＴ

Ｙ　ＳＲ　ＩＮＴＲＩＮＳＩＣ　ＯＰＰ

ＯＲＴＵＮＩＴＩＥＳ　ＦＵＮＤ

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀

行）

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 850,000 6.20

ジャパンプリント株式会社 東京都羽村市神明台４丁目９－12 480,000 3.50

梅　田　美　智　子 京都府京丹後市 359,400 2.62

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　

ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　

５０５２２４

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

東京都港区港南２丁目15－１ 330,000 2.41

内　藤　征　吾 東京都中央区 328,800 2.40

山　本　正　卓 東京都渋谷区 322,400 2.35

完　山　敏　錫 愛知県名古屋市千種区 320,000 2.34

光　岡　巌 東京都小平市 150,000 1.09

ベニス産業株式会社
京都府京都市右京区西院東貝川町59

－３

116,800 0.85

計 － 8,501,400 62.06

（注）１．上記のほか、自己株式が1,350,300株あります。

２．アセット・マネジメント・アドバイザーズ株式会社は、2021年９月24日付で、ＧＡキャピタル株式会社へと商

号を変更しております。

３．　ＦＭＲ　ＬＬＣから、2018年７月６日付で関東財務局に提出された大量保有報告書（変更報告書）により、

2018年６月29日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては2022年３月31日

時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含んでおりません。

　なお、変更報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　　ＦＭＲ　ＬＬＣ

住所　　　　　　　２４５　Ｓｕｍｍｅｒ　Ｓｔｒｅｅｔ，　Ｂｏｓｔｏｎ，　Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ

　　　　　　　　　０２２１０,　ＵＳＡ

保有株券等の数　　1,277,100株

株券等保有割合　　8.49％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,350,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,694,900 136,949 －

単元未満株式 普通株式 4,800 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  15,050,000 － －

総株主の議決権  － 136,949 －

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ゲンダイエージェ

ンシー株式会社

東京都新宿区西新

宿三丁目20番２号
1,350,300 － 1,350,300 8.97

計 － 1,350,300 － 1,350,300 8.97
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2021年７月16日）での決議状況
（取得期間 2021年７月19日～2022年３月24日）

1,500,000 450,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,350,300 449,976,900

残存決議株式の総数及び価額の総額 149,700 23,100

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 10.0 0.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 10.0 0.0

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に

係る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 1,350,300 － 1,350,300 －
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３【配当政策】

当社は、今後の更なる事業拡大を図るために必要な投資原資として内部留保を充実させつつも、同時にこれまでの

経営活動の成果を株主の皆様に明確な形で還元するため、業績に応じた配当を継続的に実施することにより中長期的

な株主価値の最大化を図ることを基本方針としております。また、目標連結配当性向については、キャッシュ・フ

ローの状況等を勘案し、当面50％を目安として考えております。さらに資本効率の向上を重視し、適切なタイミング

において自己株式の取得を実施してまいります。

当期の配当金につきましては、原則として、上記の基本方針を踏まえるものの、過去に蓄積した資本の効率性重視

の観点から、その一部を株主の皆様に還元することが最適であると判断し、１株当たり４円といたしました。なお、

当中間配当（３円）と併せた１株当たり年間配当金は７円（連結配当性向41.4％）となります。

当社は、「毎年９月30日を基準日として、剰余金の配当を行うことができる」旨、および「会社法第459条第１項

に基づき、剰余金の配当等を取締役会の決議により行うことができる。」旨定款に定めており、中間配当、期末配当

ともに、その決定機関は取締役会であります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2021年10月15日
44 3

取締役会決議

2022年４月15日
54 4

取締役会決議

 

 

EDINET提出書類

ゲンダイエージェンシー株式会社(E05417)

有価証券報告書

22/83



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のトップマネジメントは、株主価値の持続的な増大を図ることが最大の責務であると考えており、健全性

（コンプライアンス）と透明性（ディスクロージャー）を確保しながら、常に株主の利益を念頭においた企業活

動を実践することを行動規範としております。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社の企業統治の機関は、法定の取締役会と監査役会（監査役）と、任意で設置する経営役員会であります。

　取締役会は、代表取締役最高経営責任者山本正卓を議長とし、５名の社内取締役（山本正卓、上川名弦、高秀

一、木藤友治、大島克俊）と２名の社外取締役（田坂正樹、姜理惠）で構成されております。各取締役は、毎月

１回以上開催される取締役会の構成員として、迅速かつ的確な経営意思決定を行うとともに、取締役が少人数で

あることのメリットを活かした頻繁なコミュニケーションにより業務執行の監視を一層効果的なものとしており

ます。

　監査役会は、常勤監査役安達吉明を議長とし、１名の社内監査役（安達吉明）と、３名の社外監査役（東徹、

髙野健二、田中公仁郎）で構成されております。毎月１回開催される監査役会においては、監査計画、実施、結

果の各段階における検討事項の協議が行われております。また、各監査役は、取締役会に常時出席する他、社内

の重要会議等にも積極的に参加し、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実

施しております。

　経営役員会は、代表取締役最高経営責任者山本正卓を議長とし、社内取締役（山本正卓、上川名弦、高秀一、

木藤友治、大島克俊）、執行役員（黒子好章、田中直之、木村尚範、高本秀眞、小倉健一、両角正人）で構成さ

れております。経営役員会は、取締役会の目的である、意思決定・経営監督と、業務執行を分離し、迅速な業務

執行と責任の明確化を目的として設置されております。経営役員会は、原則として毎週１回開催されており、取

締役会から権限委譲された事項について、業務執行に関する決定とモニタリングを行っております。なお、常勤

監査役も毎回出席し、意見を述べることとされております。

　当社は、現状の会社規模であれば、社外取締役の選任、執行役員制度の運用、監査役会及び内部監査の充実等

によりコーポレート・ガバナンスの更なる強化が可能であると考えていることから、委員会設置会社ではなく、

監査役制度を採用しております。

③　企業統治に関するその他の事項

　当社は、健全で透明性の高い企業活動を維持し、永続的な発展を確実なものとするため、適切な内部統制シス

テムを整備運用することが経営上の重要な課題であると考え、下記のとおり内部統制システムを整備し、もって

当社の業務の適正性を確保し、企業価値の維持、増大に努めております。

　当社では、社内業務全般にわたる諸規程が網羅的に整備されており、明文化されたルールのもとで、各職位が

明確な権限と責任をもって業務を遂行しており、内部監査によるモニタリングが実施されております。

　リスク管理体制については、既存のリスク管理に関する諸規程等並びに今後必要に応じて制定するリスク管理

に関する諸規程等に従い管理することとしております。組織横断的なリスク管理は管理部が行い、また、各部門

においてリスク管理体制を確立するとともに、特に重要な案件については、取締役会での審議及び決定を行って

おります。

　また、当社の子会社の業務の適正を確保するため、当社の取締役会は、毎四半期に１回、主要子会社の社長に

出席を求め、子会社業務全般の報告を聴取し、課題の把握と対策の協議を行っております。さらに、子会社につ

いても監査計画に従い、監査役監査および内部監査を適時に実施しております。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外役員全員と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第427条第１項の最低責任限度額であり

ます。

⑤　補償契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の２第１項の規定に基づく補償契約は締結しておりません。

⑥　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、当社および子会社の役員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して損害賠償請求された

場合の損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により補填することとしております。当該保険契約では、全ての

被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨、定款に定めております。

⑧　取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使できることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行うことができる旨、定款に定めております。
 

EDINET提出書類

ゲンダイエージェンシー株式会社(E05417)

有価証券報告書

23/83



⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めており

ます。

⑩　剰余金の配当等の決定機関

　当社は剰余金の配当等会社法第459条第1項に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性10名　女性1名　（役員のうち女性の比率9％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

最高経営責任者

（ＣＥＯ）

山本　正卓 1964年４月20日生

1991年４月 有限会社アイユー入社

1993年４月 株式会社ファラン入社

1994年２月 現代広告社創業

1995年４月 当社設立　代表取締役就任（現任）

社長就任

2004年５月 最高経営責任者(CEO)（現任）
　

注４
5,566,400

注７

代表取締役

最高執行責任者

（ＣＯＯ）

上川名　弦 1971年９月９日生

1994年８月 株式会社ロイヤル入社

1996年11月 株式会社クリエイティブ東北入社

1998年９月 当社入社

2004年10月 事業開発室長

2005年４月 執行役員事業開発室長

2007年６月 当社取締役就任

最高執行責任者(COO)（現任）

2008年６月 代表取締役就任（現任）
　

注４ 109,700

取締役

最高財務責任者（ＣＦＯ）
高　秀一 1974年10月５日生

1996年10月 中央監査法人入所

1999年７月 公認会計士登録

2001年７月 当社入社　管理本部付部長

2004年４月 執行役員社長室長

2004年５月 当社取締役就任（現任）

最高財務責任者(CFO)（現任）
　

注４ 101,900

取締役

最高投資責任者（ＣＩＯ）
木藤　友治 1968年５月21日生

1989年４月 国際ピーアール株式会社（現、

ウェーバー・シャンドウィック・

ワールドワイド株式会社）入社

1992年12月 クラリス株式会社(現、クラリス・

ジャパン株式会社）／Apple

Computer,Inc.（米国、現　

Apple,Inc.）入社

2000年８月 株式会社光通信キャピタル（現、

SBI-HIKARI P.E.株式会社）入社

2000年10月 同社執行役員最高マーケティング

責任者就任

2003年10月 当社入社　戦略・事業開発チーフ

ディレクター

2005年10月 Indyspec Design,　LLC（米国）

Principal（現任）

2007年６月 当社取締役就任（現任）

2018年４月 最高投資責任者就任(CIO)（現任）
　

注４ 16,600

取締役 大島　克俊 1978年６月23日生

2002年４月 当社入社

2005年10月 上野営業所長

2008年４月 東日本営業部グループマネージャー

2011年４月 広告営業本部グループマネージャー

2013年４月 営業企画開発部長

2013年６月 株式会社ジールネット　代表取締役

就任（現任）

2017年４月 執行役員営業企画開発部長（現任）

2021年３月 株式会社プレスエー　代表取締役就

任（現任）

2021年６月 当社取締役就任（現任）
　

注４ 14,300

取締役 田坂　正樹 1971年６月13日生

1995年４月 株式会社ミスミ（現、株式会社ミス

ミグループ本社）入社

2000年４月 株式会社ブレイク・フィールド社　

取締役

2002年４月 株式会社インフロー（現、株式会社

ピーバンドットコム）設立　代表取

締役就任（現任）

2021年６月 当社取締役就任（現任）
　

注４ 2,100
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 姜　理惠 1974年12月６日生

1997年４月 株式会社朝日新聞社入社

2001年10月 株式会社日経ホーム出版社（現、株

式会社日経BP）入社

2009年９月 早稲田大学大学院商学研究科研究員

2014年４月 新潟薬科大学応用生命科学部生命産

業創造学科准教授

2017年７月 北陸先端科学技術大学院大学先端科

学技術研究科知識科学系准教授

2022年４月 法政大学デザイン工学部システムデ

ザイン学科教授（現任）

2022年６月 当社取締役就任（現任）
　

注４ －

常勤監査役 安達　吉明 1971年12月25日生

1995年４月

1999年４月

当社入社

八王子営業所　営業マネージャー

2001年４月

2006年４月

営業本部　営業企画マネージャー

人事部　人材育成エキスパート

2012年４月 監査役付

2012年６月 当社監査役就任（現任）
　

注５ 26,400

監査役 東　徹 1964年６月８日生

1991年９月 株式会社東仁堂経理部長

1993年５月 谷古宇公認会計士事務所入所

1994年６月 東京税理士会税理士登録

1994年10月 東会計事務所（現、あずさい税理

士事務所）開設

1995年８月 当社監査役

2001年６月 同任期満了により退任

2003年６月 当社監査役就任（現任）
　

注６ 13,400

監査役 髙野　健二 1970年10月２日生

1993年４月 カシオ計算機株式会社入社

1999年10月 中央監査法人入所

2002年９月 新日本監査法人（現、EY新日本有

限責任監査法人）入所

2004年４月 公認会計士登録

2004年７月 髙野会計事務所（現、髙野経営総

合会計事務所）開設

2004年８月 稲畑産業株式会社入社

2007年６月 株式会社ノジマ執行役就任

2007年６月

2016年６月

当社監査役就任（現任）

株式会社M&Aコンサルティング代表

取締役就任（現任）
　

注６ －

監査役 田中　公仁郎 1963年３月25日生

1984年４月 株式会社アドクリエイション入社

1986年４月 株式会社リクルート（現、株式会社

リクルートホールディングス）入社

1987年４月 株式会社スリークォーター入社

1990年３月 株式会社エーシー設立　代表取締

役就任

2010年10月 ACUSA,inc.設立　代表取締役就任

2011年11月 株式会社K's設立　取締役社長就任

（現任）

2015年９月 株式会社Lady.A設立　代表取締役就

任（現任）

2019年12月 株式会社はんなり　代表取締役就任

（現任）

2020年６月 当社監査役就任（現任）
　

注５ －

計 5,850,800
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（注）１．取締役田坂正樹及び姜理惠は、社外取締役であります。

２．監査役東徹、髙野健二及び田中公仁郎は、社外監査役であります。

３．当社では、意思決定・監督と業務執行の分離による責任の明確化と取締役会の活性化のため、執行役員制度

を導入しております。執行役員は、上記取締役（山本正卓、上川名弦、高秀一、木藤友治、大島克俊）の兼

務のほか、黒子好章、田中直之、木村尚範、高本秀眞、小倉健一、両角正人を加えた11名であります。

４．2022年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。

５．2020年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。

６．2019年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。

７．代表取締役山本正卓の所有株式数は、同氏一族の資産管理会社であるＧＡキャピタル株式会社が保有する株

式数も含んでおります。

 

②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

　社外取締役田坂正樹、姜理惠及び社外監査役東徹、髙野健二、田中公仁郎と、提出会社との間には、社外監査役

東徹が、「①　役員一覧」に記載のとおり当社株式を保有していることを除き、人的関係、資本的関係又は取引関

係その他の利害関係はありません。また、当社は、健全なコーポレート・ガバナンスを維持する目的から、社外取

締役及び社外監査役には、その役割として、外部からの客観的で中立、かつ各人の専門性を活かした経営監視の機

能を担っていただくこととしております。

　なお、当社では、社外役員の独立性に関する基準または方針については、会社法に規定される要件を超える独自

の要件等については定めておりません。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　監査の連携については、監査法人による監査計画及び監査結果の報告には、内部監査室、監査役が出席し、相互

に意見交換が行われており、本社、各事業所監査においても、内部監査室及び監査役が積極的に同行、同席し問題

点の共有を図る等、効率的かつ効果的な監査の実施に努めております。なお、当社は内部統制に関する専門部署を

設置しておらず、内部監査室が内部監査の一環として、内部統制の整備運用に関する指導、助言に従事しておりま

す。内部統制上の問題点については、内部監査室が、適時、監査役及び監査法人に報告の上、調整を図ることとし

ております。

　なお、現時点において、社外取締役による監督と、監査役監査、内部監査及び会計監査との連携はありません。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社における監査役監査は、常勤監査役１名と社外監査役３名で実施しております。監査役は、取締役会に常時出

席している他、社内の重要会議にも積極的に参加し、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点

的に監査を実施しております。

　なお、監査役東徹は税理士の資格、監査役髙野健二は公認会計士の資格をそれぞれ有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。

　当事業年度において監査役会を月１回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであります。

 

氏　名
当事業年度における各監査役

の在任期間に対応する開催回数
出席回数

安達　吉明 13 13

東　徹 13 13

髙野　健二 13 13

田中　公仁郎 13 13

 

　監査役会における主な検討事項として、投資・事業計画に対する策定プロセス・環境の整備状況や、適切な売上高

を計上するための販売ならびに外注プロセス等、業務進行に係る内部統制システムの運用状況、事業の経過に伴うリ

スク管理等について注視するとともに、前期の監査結果等を考慮して実施しております。

　また、常勤監査役及び非常勤監査役の活動状況として、取締役会等重要会議に出席し、適時、取締役に対して、助

言、勧告、意見の表明を行うとともに、代表取締役、取締役からのヒアリングを通じて、重要な決裁書類等の閲覧や

必要に応じた往査を行い、監査役監査の実効性確保、向上に努めております。

 

②　内部監査の状況

　当社における内部監査は、最高経営責任者直轄の内部監査室（１名）が担当しております。内部監査室は、期初に

策定した内部監査計画に基づき、業務全般にわたる内部監査を実施し、監査結果は直接最高経営責任者に文書で報告

されております。被監査部門に対しては、監査結果を踏まえて改善指示を行い、監査後は遅滞なく改善状況を報告さ

せることにより、内部監査の実効性を担保しております。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

 

ｂ．継続監査期間

15年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

三澤　幸之助

齋藤　映

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士

４名及びその他５名を主たる構成員としております。
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ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は、監査法人の選定にあたり、品質管理体制、独立性、専門性及び監査報酬等を総合的に勘案し決定する方針

であります。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出す

る会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に

基づき、会計監査人を解任いたします。

 

ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査計画や監査実施結果の詳細な報告に加えて、四半期毎に監査の実施概要と課題等が適時適切に報告されている

こと、リスクアプローチに基づく重点監査項目の抽出と、密度の高い監査の実施がなされていること等から、品質の

高い監査が実施されていると評価しております。

 

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 27 － 24 －

連結子会社 － － － －

計 27 － 24 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、毎年監査法人との協議の上、効率的かつ効果

的な監査を実施するために必要と認められる監査日数に、１日当たり作業単価を乗じて算出される金額を基準として

決定することを原則としております。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をした理

由は、監査法人より提示された監査実施計画に基づく、予定監査日数が合理的と認められることから、当該予定監査

日数に１日当たり単価を乗じて算出される監査報酬額が妥当と判断したためであります。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は2021年２月19日開催の取締役会において、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針（以

下、「方針」という）を定めており、その内容は、次のとおりであります。

　当社の取締役の報酬は、短期的な業績の向上と株主利益の追求を考慮しながらも、取締役が中長期的視点で当社

グループの持続的成長と企業価値向上に取り組めるよう、基本報酬の水準と安定性を重視することを基本方針と

し、基本報酬のみで構成されます。また、当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位および職責に応

じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定いたします。なお、業績

連動報酬等ならびに非金銭報酬等については支給いたしません。個人別の報酬額については、株主総会で決議され

た取締役の年間報酬総額の限度額内で、基本報酬の総額について取締役会で決議し、当該決議に基づいて、上記各

方針に従って具体的な額を決定するよう代表取締役最高経営責任者に対して委任いたします。取締役会は、当該権

限が代表取締役最高経営責任者によって適切に行使されるよう、支給総額の内容について十分な協議を行います。

　また、監査役報酬については、任期期間における定額固定報酬の支給を基本原則としており、監査役会における

協議により、個別支給額を決定しております。

　当社の取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は、2009年６月26日であり、決議の内容は、支給限度額と

して年額200百万円以内（うち社外取締役12百万円以内）、また、監査役の報酬に関する株主総会の決議年月日

は、2005年６月17日であり、決議内容は、支給限度額として総額2,500千円以内（月額）となっており、当該限度

額の範囲内において、取締役会において、取締役報酬の総額を決定しております。

　なお、役員の報酬等の決定については、前事業年度2020年６月26日開催の臨時取締役会において、新型コロナウ

イルス感染症による当社の業績への影響について極めて不確実性が高いことに鑑み、全社的な固定費を削減する一

環として、2020年７月からの１年間について常勤取締役の報酬総額の減額が決議されておりました。当事業年度に

おいても、役員報酬検討の時点においては未だ不確実性が高い経営環境が続くという見通しのもと、取締役報酬に

ついては、前期における減額後の報酬総額をベースとすることとし、個別支給額の決定を代表取締役最高経営責任

者である山本正卓に委任し、これを決定いたしました。

　また、監査役報酬については、前年と同額の月額定額固定報酬とすることを決定いたしました。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる

役員の員数

（人）固定報酬
業績連動報

酬
退職慰労金

 左記のう

ち、非金銭

報酬等

取締役

（社外取締役を除く）
66 66 － － － 5

監査役

（社外監査役を除く）
8 8 － － － 1

社外役員 9 9 － － － 6
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、当社

グループと株式発行会社との間における、取引の性質や、取引額等の関係性を個別に検討し、関係性が強いと判

断される会社の株式については、純投資目的以外の目的である投資株式とし、その他の株式については、純投資

目的の投資株式として区分しております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

　保有方針が純投資目的以外の目的である株式については、取引先における資本政策の一環としての、新株式発

行時の引受要請に基づき取得することを原則としております。取得の決定については、当該取得時点における、

取引先の業界内での地位、財政状態及び経営成績並びに、取得時点における当社との取引額が原則として得意先

上位30社以内に該当すること等を個別に勘案した上で、取締役会において取得の可否を決定しております。な

お、当社は主要顧客であるパチンコホール業界の健全な発展のため、業界上位企業の海外市場上場を応援してい

ることから、これらの会社の発行する株式については、原則として、保有を継続する方針であります。

　また、取得後においては、経理部において、当初取得以降の取引の性質及び取引額の変化を継続的にモニタリ

ングし、定期的に取締役会に報告することとしております。さらに、当社グループ事業との関係性が希薄化した

と認められる会社の株式については、処分の要否を個別に検討し、取締役会における審議を経て、処分すること

としております。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 3 57

非上場株式以外の株式 2 33

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 6 取引関係の維持・強化

非上場株式以外の株式 1 0 取引先持株会の継続取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
又は清算価額の合計額

（百万円）

非上場株式 1 3

非上場株式以外の株式 － －
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表
計上額

（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

㈱ニラク・ジー・

シー・ホールディン

グス

5,000,000 5,000,000

当社グループの主要顧客の一社であり、パチンコ業界

における上位企業であります。当社は同社グループと

の取引関係強化を目的として同社株式を保有しており

ます。

保有効果の定量的評価は困難でありますが、同社は高

い株式配当性向を公約しており、同社株式の保有によ

り高い配当リターンが期待されることや、提出日現在

において、同社グループとは良好な取引関係が継続し

ており、かつ、同社株式はパチンコホール経営企業の

発行株式としては数少ない香港市場上場銘柄の１つで

あり、当社は業界の発展を後方支援する立場から、業

界上位企業の上場株式については、原則として継続保

有する考えであります。

無

21 21

㈱ダイナムジャパン

ホールディングス

102,857 93,832

当社グループの主要顧客の一社であり、パチンコ業界

における上位企業であります。当社は同社グループと

の取引関係強化を目的として同社株式を保有しており

ます。

保有効果の定量的評価は困難でありますが、同社は高

い株式配当性向を公約しており、同社株式の保有によ

り高い配当リターンが期待されることや、提出日現在

において、同社グループとは良好な取引関係が継続し

ており、かつ、同社株式はパチンコホール経営企業の

発行株式としては数少ない香港市場上場銘柄の１つで

あり、当社は業界の発展を後方支援する立場から、業

界上位企業の上場株式については、原則として継続保

有する考えであります。

なお、保有株式数の増加は、取引先持株会への継続拠

出による取得によるものでありますが、拠出額は月額

50千円であり、僅少であります。同社の高い配当性向

によるリターンを考慮した結果、保有株数の増加は適

当と判断しております。

無

11 9

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

純投資目的である投資株式はありませんので、該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年４月１日から2022年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監

査法人トーマツによる監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 3,808 ※１ 3,984

受取手形及び売掛金 973 －

受取手形 － 75

売掛金 － 973

有価証券 253 －

未収還付法人税等 13 5

その他 98 70

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 5,145 5,107

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 122 114

減価償却累計額 ※２ △85 ※２ △87

建物及び構築物（純額） 37 27

機械装置及び運搬具 101 101

減価償却累計額 △81 △83

機械装置及び運搬具（純額） 20 18

工具、器具及び備品 121 117

減価償却累計額 △101 △101

工具、器具及び備品（純額） 19 15

土地 521 521

建設仮勘定 － 0

有形固定資産合計 599 583

無形固定資産   

ソフトウエア 49 43

ソフトウエア仮勘定 1 19

のれん 60 48

無形固定資産合計 111 111

投資その他の資産   

投資有価証券 129 130

繰延税金資産 2 19

その他 325 303

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 454 451

固定資産合計 1,165 1,146

資産合計 6,310 6,254
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 501 568

短期借入金 － 200

１年内返済予定の長期借入金 575 287

未払法人税等 39 54

その他 148 179

流動負債合計 1,264 1,289

固定負債   

長期借入金 287 450

資産除去債務 8 8

その他 27 29

固定負債合計 323 488

負債合計 1,588 1,777

純資産の部   

株主資本   

資本金 751 100

資本剰余金 1,062 1,713

利益剰余金 2,908 3,111

自己株式 － △449

株主資本合計 4,722 4,475

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 0 1

その他の包括利益累計額合計 0 1

純資産合計 4,722 4,476

負債純資産合計 6,310 6,254
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 7,251 7,426

売上原価 5,499 5,298

売上総利益 1,751 2,127

販売費及び一般管理費 ※ 2,042 ※ 1,831

営業利益又は営業損失（△） △290 296

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 0 6

有価証券利息 3 2

為替差益 － 11

助成金収入 21 －

その他 4 4

営業外収益合計 30 24

営業外費用   

支払利息 5 3

為替差損 0 －

自己株式取得費用 － 3

その他 2 0

営業外費用合計 8 8

経常利益又は経常損失（△） △268 313

特別損失   

投資有価証券評価損 － 4

特別損失合計 － 4

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△268 308

法人税、住民税及び事業税 44 76

法人税等調整額 △1 △15

法人税等合計 43 61

当期純利益又は当期純損失（△） △311 247

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △0 －

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
△310 247
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △311 247

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5 0

その他の包括利益合計 ※ 5 ※ 0

包括利益 △306 248

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △305 248

非支配株主に係る包括利益 △0 －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 751 1,063 3,414 5,228

当期変動額     

剰余金の配当   △195 △195

親会社株主に帰属する当期純
損失（△）

  △310 △310

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

 △0  △0

当期変動額合計 － △0 △506 △506

当期末残高 751 1,062 2,908 4,722

 

     

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価差額
金

その他の包括利益累計額
合計

当期首残高 △4 △4 7 5,231

当期変動額     

剰余金の配当    △195

親会社株主に帰属する当期純
損失（△）

   △310

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

5 5 △7 △2

当期変動額合計 5 5 △7 △509

当期末残高 0 0 － 4,722

 

EDINET提出書類

ゲンダイエージェンシー株式会社(E05417)

有価証券報告書

38/83



当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

     （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 751 1,062 2,908 － 4,722

当期変動額      

減資 △651 651   －

剰余金の配当   △44  △44

親会社株主に帰属する当期純
利益   247  247

自己株式の取得    △449 △449

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 △651 651 203 △449 △246

当期末残高 100 1,713 3,111 △449 4,475

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当期首残高 0 0 4,722

当期変動額    

減資   －

剰余金の配当   △44

親会社株主に帰属する当期純
利益   247

自己株式の取得   △449

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

0 0 0

当期変動額合計 0 0 △246

当期末残高 1 1 4,476

 

EDINET提出書類

ゲンダイエージェンシー株式会社(E05417)

有価証券報告書

39/83



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△268 308

減価償却費 62 46

のれん償却額 － 12

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0

受取利息及び受取配当金 △4 △8

支払利息 5 3

為替差損益（△は益） 0 △11

投資有価証券評価損益（△は益） － 4

助成金収入 △21 －

売上債権の増減額（△は増加） 11 △75

棚卸資産の増減額（△は増加） △6 △0

仕入債務の増減額（△は減少） 12 66

その他 △4 43

小計 △213 388

利息及び配当金の受取額 9 12

利息の支払額 △5 △3

助成金の受取額 21 －

法人税等の支払額 △66 △51

法人税等の還付額 139 12

営業活動によるキャッシュ・フロー △114 359

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △38 △15

有形固定資産の売却による収入 4 0

無形固定資産の取得による支出 △13 △30

投資有価証券の取得による支出 △1 △6

投資有価証券の売却及び償還による収入 100 253

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△58 －

敷金及び保証金の差入による支出 △0 －

敷金及び保証金の回収による収入 19 11

その他 △1 9

投資活動によるキャッシュ・フロー 11 224

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 200

長期借入れによる収入 300 450

長期借入金の返済による支出 △237 △575

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△7 －

自己株式の取得による支出 － △449

配当金の支払額 △195 △44

財務活動によるキャッシュ・フロー △140 △419

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △243 175

現金及び現金同等物の期首残高 4,046 3,802

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,802 ※ 3,978
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　6社

　 連結子会社の名称

㈱ランドサポート

㈱ジールネット

㈱ジュリアジャパン

㈱ユーアンドユー

㈱プレスエー

㈱アーク

 

(2)主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

該当事項はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　－社

　持分法を適用していない関連会社はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

市場価格のない株式等

…移動平均法による原価法

ロ　棚卸資産

仕掛品

…個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は、建物及び構築物については主として定額法、その他は主として定率法を採

用しております。

なお、主要な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　 ３～20年

機械装置及び運搬具 　２～６年

工具、器具及び備品 　２～15年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。

自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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(4）重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。な

お、取引の対価は履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおり

ません。

 

イ　広告事業

①広告請負

主に折込広告、インターネット広告、各種媒体への広告出稿等を行っており、顧客との契約に基づ

き所定の広告等を請け負うことが主な履行義務です。

このうち、広告の折込、出稿、掲載等をすることにより一時点で履行義務を充足するものについて

は、当該時点で収益を認識しております。また、顧客との契約に基づき一定期間にわたって広告の掲

載等をすることにより履行義務を充足するものについては、契約期間にわたって期間均等額で収益を

認識しております。

なお、当社グループの役割が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価

の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

 

②制作物販売

主に販促物及びクリエイティブコンテンツの企画制作を行っており、顧客との契約に基づく所定の

制作物を顧客に引渡すことが主な履行義務です。制作物の引渡しにより制作物に対する支配が顧客に

移転するため、顧客に制作物を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、一部の取引につ

いては制作物の出荷から顧客に引渡すまでがごく短期間であるため、出荷時点で収益を認識しており

ます。

 

ロ　不動産事業

不動産事業においては、主に不動産賃貸及び不動産仲介を行っており、不動産仲介については、顧

客との契約に基づく所定の物件を顧客に引渡すことが主な履行義務です。顧客に物件の引渡しにより

物件に対する支配が顧客に移転するため、当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常

の時点）は、物件の引渡し時点としています。

 

(5）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却方法については、５年間の定額法により償却を行っております。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

（重要な会計上の見積り）

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 2 19

 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社及び一部の連結子会社は、過去において多額の税務上の繰越欠損金を計上しており、「繰延税金資産の

回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）における分類４の企業に該当しております。

そのため、当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性については、2023年３月期における、当社及

び一部の連結子会社の課税所得見積額に基づき判断する必要があります。なお、2023年３月期における当社グ

ループの業績は過去２期間と比較すると、比較的堅調に推移するものと予測しておりますが、仮に、期中にお

いて新型コロナウイルス感染症の流行拡大により新たな人流抑制策が講じられた場合には、当社の業績は過去

と同様に多大な影響を受ける可能性があります。現時点においては、そうした期中における人流抑制策の有

無、頻度やタイミング等についての合理的な予測が困難である事情に鑑み、当社の課税所得の期待値について

はゼロと仮定しております。その結果、当社の繰延税金資産については全額回収可能性がないものと判断し、

所要の評価性引当を行っております。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準等」と

いう。）を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、顧客

への販売における当社グループの役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対価の総額を

収益として認識しておりましたが、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識

する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべ

ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、従前の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高及び売上原価は769百万円減少しておりま

すが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益には影響はありません。また、利益剰余金期首残高に

与える影響はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」に区分して表示することと

いたしました。なお、収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な

取扱いに従って、前連結会計年度に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う

ことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19

号　2019年７月４日）第７－４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るも

のについては記載しておりません。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、販売費

及び一般管理費の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示して

いた862百万円は、「支払手数料」193百万円、「その他」669百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１．担保提供資産

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

　現金及び預金（定期預金） 6百万円 6百万円

計 6百万円 6百万円

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

　買掛金 －百万円 －百万円

計 －百万円 －百万円

 

※２．減価償却累計額

建物及び構築物の減価償却累計額に含まれている減損損失累計額は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

減損損失累計額 5百万円 5百万円

計 5百万円 5百万円

 

　３．当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行（前連結会計年度は取引銀行４行）と当座

貸越契約を締結しております。

連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

　当座貸越契約の総額 1,400百万円 1,400百万円

借入実行残高 －百万円 200百万円

　差引額 1,400百万円 1,200百万円

 

（連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

従業員給与手当 953百万円 867百万円

地代家賃 178百万円 149百万円

支払手数料 193百万円 185百万円

減価償却費 47百万円 37百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 8百万円 1百万円

組替調整額 －百万円 －百万円

　税効果調整前 8百万円 1百万円

　税効果額 △3百万円 △0百万円

　その他有価証券評価差額金 5百万円 0百万円

その他の包括利益合計 5百万円 0百万円

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 15,050,000 － － 15,050,000

合計 15,050,000 － － 15,050,000

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年４月17日

取締役会
普通株式 195 13 2020年３月31日 2020年６月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 15,050,000 － － 15,050,000

合計 15,050,000 － － 15,050,000

自己株式     

普通株式　（注） － 1,350,300 － 1,350,300

合計 － 1,350,300 － 1,350,300

（注）普通株式の自己株式数の増加1,350,300株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年10月15日

取締役会
普通株式 44 3 2021年９月30日 2021年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年４月15日

取締役会
普通株式 54 利益剰余金 4 2022年３月31日 2022年６月30日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

現金及び預金勘定 3,808百万円 3,984百万円

担保に供している定期預金 △6百万円 △6百万円

現金及び現金同等物 3,802百万円 3,978百万円

 

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

　１年内 39百万円 39百万円

１年超 389百万円 349百万円

　合計 429百万円 389百万円
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、短期運用は預金等、長期運用は投資適格格付けの債券及び取

引先の私募債等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針であります。デリバティブ

は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社の与信管理規程に従い、与信管理部署である管理部において、取引先ごとに期日管理及び残高

管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を年度毎に把握する体制としております。

　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

経理部において定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を把握する体制としており

ます。

　預金、投資有価証券及び貸付金の一部は外貨建てであり、為替変動リスクに晒されています。当該リ

スクに関しては、経理部において四半期ごとに外貨建資産一覧表を作成し、為替変動による影響を継続

的にモニタリングしております。また、必要に応じて為替予約による為替変動リスクの低減を実施して

おります。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

　短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金（原則として７年以内）は、主に設備投資

資金及び長期運転資金に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりま

す。

　デリバティブ取引を新たに執行する際には、個別契約ごとに取締役会による承認を得て実行されてお

り、また、デリバティブの利用にあたっては信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ

取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に

資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

 

 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　前連結会計年度（2021年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）有価証券及び投資有価証券（※2） 324 324 －

資産計 324 324 －

(1）長期借入金 862 862 －

負債計 862 862 －

（※1）「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「未収還付法人税等」「買掛金」「未払法人税等」については、現

金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。

（※2）以下の金融商品は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(1）有価証

券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであり

ます。

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

　非上場株式

 

59

 

（注）１. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 

 

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券のうち満

期　　があるもの

　債券（社債）

3,808

973

 

 

 

250

－

－

 

 

 

－

－

－

 

 

 

40

－

－

 

 

 

－

合計 5,032 － 40 －

 

２. 長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
（百万円）

　 １年超

　 ２年以内

（百万円）

　 ２年超

　 ３年以内

（百万円）

　３年超
　４年以内

（百万円）

　 ４年超

　 ５年以内

 （百万円）

５年超
（百万円）

　短期借入金 － － － － － －

　長期借入金 575 175 75 37 － －
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　当連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）投資有価証券（※2） 73 73 －

資産計 73 73 －

(1）長期借入金 737 737 －

負債計 737 737 －

（※1）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「未収還付法人税等」「買掛金」「短期借入金」「未払法人税等」

については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し

ています。

（※2）市場価格のない株式等は、「(1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

　非上場株式

 

57

 

（注）１. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 

 

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金

受取手形

売掛金

投資有価証券

　その他有価証券のうち満期

があるもの

　債券（社債）

3,984

75

973

 

 

－

－

－

－

 

 

－

－

－

－

 

 

40

－

－

－

 

 

－

合計 5,033 － 40 －

 

２. 長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
（百万円）

　 １年超

　 ２年以内

（百万円）

　 ２年超

　 ３年以内

（百万円）

　３年超
　４年以内

（百万円）

　 ４年超

　 ５年以内

 （百万円）

５年超
（百万円）

　短期借入金 200 － － － － －

　長期借入金 287 187 150 112 － －
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 33 － － 33

債券（社債） － 40 － 40

資産計 33 40 － 73

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

投資有価証券

上場株式及び債券（社債）は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している債券（社債）は、市場での取引頻度が

低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 737 － 737

資産計 － 737 － 737

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しておりますが、当該想定利率が同様であるため、帳簿価額によっております。そのため、その

時価をレベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2021年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式

債券

社債

21

 

151

15

 

151

5

 

0

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式

債券

社債

9

 

141

13

 

141

△3

 

△0

合計 324 321 2

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額59百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから除外しております。

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式

債券

社債

21

 

－

15

 

－

6

 

－

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式

債券

社債

11

 

40

14

 

40

△2

 

△0

合計 73 70 3

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額57百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから除外しております。

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、有価証券について４百万円（その他有価証券の株式４百万円）減損処理を行っ

ております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

　前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社では、従業員の退職給付に充てるため、選択型確定拠出制度（個々の従業員の意思による、確定拠出年

金への拠出もしくは生涯設計手当として給与加算のいずれかを選択）を採用しております。

 

２．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度12百万円であります。

 

　当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社では、従業員の退職給付に充てるため、選択型確定拠出制度（個々の従業員の意思による、確定拠出年

金への拠出もしくは生涯設計手当として給与加算のいずれかを選択）を採用しております。

 

２．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度12百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当連結会計年度

（2022年３月31日）

繰延税金資産   

未払事業税 2百万円 5百万円

投資有価証券 12百万円 6百万円

税務上の繰越欠損金（注）２ 148百万円 151百万円

貸倒引当金 38百万円 30百万円

その他 16百万円 17百万円

繰延税金資産小計 218百万円 211百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引

当額（注）２
△148百万円 △138百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評

価性引当額
△68百万円 △53百万円

評価性引当額小計（注）１ △216百万円 △192百万円

繰延税金資産合計 2百万円 19百万円

繰延税金負債   

その他 △2百万円 △5百万円

繰延税金負債合計 △2百万円 △5百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △0百万円 14百万円

（注）１．評価性引当額の当期減少は、主として当連結会計年度末における、当社及び一部の連結子会社の、税務上の繰

越欠損金に係る評価性引当額を取崩したことによるものであります。

（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠損金

（※1）
－ － － － － 148 148

評価性引当額 － － － － － △148 △148

繰延税金資産 － － － － － － －

（※1）　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠損金

（※1）
－ － － － － 151 151

評価性引当額 － － － － － △138 △138

繰延税金資産 － － － － － 13 13

（※1）　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度
（2021年３月31日）

 
当連結会計年度

（2022年３月31日）

税金等調整前当期純損失を計上して

いるため、記載を省略しておりま

す。

　法定実効税率 34.6％

　（調整）  

　評価性引当額の増減 △17.1％

　住民税均等割 2.0％

　のれん償却 △1.4％

　その他 1.7％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.9％

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

当社は2022年２月22日付で資本金を100百万円に減資したことにより、法人事業税の外形標準課税が不

適用となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を30.6％

から34.6％に変更しております。

この税率変更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要

本社ビル等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

 

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間は５年と見積もり、割引率は0.0％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ．当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

　期首残高 8百万円 8百万円

　資産除去債務の履行による減少額 －百万円 －百万円

　期末残高 8百万円 8百万円
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（賃貸等不動産関係）

　当社の連結子会社では、賃貸収益を得ることを目的として千葉県の賃貸用土地を保有しております。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 521 521

 期中増減額 － －

 期末残高 521 521

期末時価 540 530

（注）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただし、直近の評価時点

から、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、

当該評価額や指標を用いて調整した価額によっております。

また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

賃貸等不動産   

賃貸収益 35 39

賃貸費用 2 2

差額 33 37

その他（売却損益等） － －

（注）賃貸収益及び賃貸原価は、賃貸収益とこれに対応する費用（租税公課）であり、それぞれ「売上高」及び「売上

原価」に計上されております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
広告事業 不動産事業 計

折込広告 2,822 － 2,822 － 2,822

インターネット 2,242 － 2,242 － 2,242

販促物 1,010 － 1,010 － 1,010

クリエイティブ 467 － 467 － 467

媒体 240 － 240 － 240

その他の広告 572 － 572 － 572

不動産 － 59 59 － 59

その他 － － － 10 10

顧客との契約から生じる収益 7,356 59 7,415 10 7,426

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 7,356 59 7,415 10 7,426

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業のセグメントであり、ストレージ事業及びキャンピング

カーレンタル事業等を含んでおります。

 

２．収益を理解すための基礎となる情報

「第５　経理の状況　１．　連結財務諸表等　注記事項　（連結財務諸表作成のための基礎となる重要な

事項）　（（４）重要な収益及び費用の計上基準）」をご参照ください。

 

３．当連結会計年度及び翌会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約負債の残高

当社及び連結子会社の契約負債については、残高に重要性が乏しく、重要な変動も発生していないた

め、記載を省略しております。

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社においては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、

実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

　当社グループは、広告事業及び不動産事業を営んでおり、業種別に区分された事業ごとに、当社及び

当社の連結子会社（以下、事業運営会社）は、それぞれが単一の事業に従事する経営スタイルを採用し

ております。広告事業においては当社が事業運営会社を統括し、また他の事業においては、各々の事業

運営会社が主体的に、各事業ごとの包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、事業運営会社のグルーピングを基礎とした業種別のセグメントから構

成されており、「広告事業」及び「不動産事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「広告事業」は、パチンコホール向け広告の企画、制作を主なサービスとしております。「不動産事

業」は、パチンコホール向け不動産の賃貸、仲介を主なサービスとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 広告事業 不動産事業 計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 7,187 57 7,244 7 7,251 － 7,251

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 7,187 57 7,244 7 7,251 － 7,251

セグメント利益又は損失

（△）
18 15 33 △10 23 △314 △290

セグメント資産 1,812 721 2,533 56 2,590 3,720 6,310

その他の項目        

減価償却費 50 0 51 7 58 3 62

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
85 3 88 － 88 1 90

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業のセグメントであり、ストレージ事業及びキャンピ

ングカーレンタル事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額△314百万円は、全社費用であり、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

(2)セグメント資産の調整額3,720百万円は、全社資産であり、主に報告セグメントに帰属しない当社での余

資運用資金及び本社部門に係る資産等であります。

(3)減価償却費の調整額３百万円は、本社部門に係る資産の償却額であります。

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額１百万円は、本社部門に係る資産の増加額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 広告事業 不動産事業 計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 7,356 59 7,415 10 7,426 － 7,426

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 7,356 59 7,415 10 7,426 － 7,426

セグメント利益又は損失

（△）
534 28 562 △0 561 △265 296

セグメント資産 2,065 746 2,812 54 2,867 3,387 6,254

その他の項目        

減価償却費 40 0 40 2 43 3 46

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
49 0 50 0 50 － 50

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業のセグメントであり、ストレージ事業及びキャンピ

ングカーレンタル事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額△265百万円は、全社費用であり、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

(2)セグメント資産の調整額3,387百万円は、全社資産であり、主に報告セグメントに帰属しない当社での余

資運用資金及び本社部門に係る資産等であります。

(3)減価償却費の調整額３百万円は、本社部門に係る資産の償却額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．（会計方針の変更）に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日）等を当連結会計年度の期首から適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更しております。なお、当

該変更により、従来の方法と比較して、当連結会計年度の広告事業の売上高は769百万円減少しております

が、セグメント利益への影響はありません。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

主要な顧客の区分の外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の

10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。
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当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

主要な顧客の区分の外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の

10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

     （単位：百万円）

 広告事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 － － － － －

当期末残高 60 － － － 60

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

     （単位：百万円）

 広告事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 12 － － － 12

当期末残高 48 － － － 48
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

１株当たり純資産額 313.80円 326.77円

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
△20.63円 16.90円

(注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当連結会計年度の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額
  

親会社株主に帰属する当期純利益金額又は

親会社株主に帰属する当期純損失金額

（△）（百万円）

△310 247

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額又は親会社株主に帰属する当期

純損失金額（△）（百万円）

△310 247

普通株式の期中平均株式数（株） 15,050,000 14,641,210
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

2022年６月17日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定めに基づき、

自己株式取得に係る事項について下記のとおり決議いたしました。

 

１．自己株式取得を行う理由

資本効率の改善が、株主価値の増大に寄与すると判断したため、自己株式を取得するものであります。

 

２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類　　　当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数　　900,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合6.57％）

（３）株式の取得価額の総額　　350,000,000円（上限）

（４）取得期間　　　　　　　　2022年６月20日から2023年３月24日まで

（５）取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

 短期借入金 － 200 0.3 －

 １年以内に返済予定の長期借入金 575 287 0.4 －

 １年以内に返済予定のリース債務 － － － －

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 287 450 0.5 2023年～2026年

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

 その他有利子負債 － － － －

合計 862 937 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

 長期借入金 187 150 112 －

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 1,748 3,536 5,460 7,426

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
26 80 198 308

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万

円）

6 36 129 247

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
0円46銭 2円42銭 8円72銭 16円90銭

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
0円46銭 1円97銭 6円37銭 8円41銭
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 3,254 ※１ 3,176

受取手形 74 70

売掛金 ※２ 626 ※２ 712

有価証券 253 －

仕掛品 10 11

原材料及び貯蔵品 0 0

前払費用 21 21

未収還付法人税等 － 5

その他 ※２ 70 ※２ 14

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 4,310 4,011

固定資産   

有形固定資産   

建物 22 19

車両運搬具 16 16

工具、器具及び備品 11 9

建設仮勘定 － 0

有形固定資産合計 50 45

無形固定資産   

ソフトウエア 40 37

ソフトウエア仮勘定 1 19

無形固定資産合計 41 56

投資その他の資産   

投資有価証券 129 130

関係会社株式 884 884

その他 302 286

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 1,314 1,299

固定資産合計 1,406 1,402

資産合計 5,716 5,413
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※２ 400 ※２ 441

短期借入金 － 200

１年内返済予定の長期借入金 575 287

未払金 56 43

未払費用 17 19

未払法人税等 18 －

未払消費税等 － 36

預り金 7 8

その他 17 5

流動負債合計 1,094 1,043

固定負債   

長期借入金 287 450

繰延税金負債 1 5

その他 8 8

固定負債合計 297 463

負債合計 1,392 1,506

純資産の部   

株主資本   

資本金 751 100

資本剰余金   

資本準備金 1,063 100

その他資本剰余金 － 1,614

資本剰余金合計 1,063 1,714

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,509 2,540

利益剰余金合計 2,509 2,540

自己株式 － △449

株主資本合計 4,324 3,905

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 1

評価・換算差額等合計 0 1

純資産合計 4,324 3,906

負債純資産合計 5,716 5,413
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 ※１ 5,601 ※１ 5,878

売上原価 ※１ 4,098 ※１ 4,238

売上総利益 1,502 1,640

販売費及び一般管理費 ※２ 1,783 ※２ 1,570

営業利益又は営業損失（△） △280 69

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 5 ※１ 8

為替差益 － 11

助成金収入 8 －

その他 3 3

営業外収益合計 16 24

営業外費用   

支払利息 5 3

為替差損 0 －

自己株式取得費用 － 3

その他 0 0

営業外費用合計 6 7

経常利益又は経常損失（△） △270 86

特別損失   

投資有価証券評価損 － 4

特別損失合計 － 4

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △270 82

法人税、住民税及び事業税 14 4

法人税等調整額 △2 2

法人税等合計 12 6

当期純利益又は当期純損失（△） △282 75
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余
金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 751 1,063 1,063 2,987 2,987 4,802

当期変動額       

剰余金の配当    △195 △195 △195

当期純損失（△）    △282 △282 △282

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      

当期変動額合計 － － － △478 △478 △478

当期末残高 751 1,063 1,063 2,509 2,509 4,324

 

    

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △4 △4 4,798

当期変動額    

剰余金の配当   △195

当期純損失（△）   △282

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

5 5 5

当期変動額合計 5 5 △473

当期末残高 0 0 4,324
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当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余
金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 751 1,063 － 1,063 2,509 2,509

当期変動額       

減資 △651 △963 1,614 651   

剰余金の配当     △44 △44

当期純利益     75 75

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      

当期変動額合計 △651 △963 1,614 651 31 31

当期末残高 100 100 1,614 1,714 2,540 2,540

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価差
額金

評価・換算差額等合計

当期首残高 － 4,324 0 0 4,324

当期変動額      

減資  －   －

剰余金の配当  △44   △44

当期純利益  75   75

自己株式の取得 △449 △449   △449

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  0 0 0

当期変動額合計 △449 △418 0 0 △418

当期末残高 △449 3,905 1 1 3,906
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

①子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②その他有価証券

・市場価格のない株式等

　以外のもの

 

・市場価格のない株式等

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

 

移動平均法による原価法

 

（２）棚卸資産

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

 

２．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

（リース資産を除く）

建物及び構築物については主として定額法、その他は主として定率法を

採用しております。

また、耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　 ５～17年

　車両運搬具　　　　　　　　６年

　工具、器具及び備品　　５～15年

②無形固定資産

（リース資産を除く）

自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

 

３．引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、また貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、取引の対価は履

行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

 

広告事業

①広告請負

主に折込広告、インターネット広告、各種媒体への広告出稿等を行っており、顧客との契約に基づき所

定の広告等を請け負うことが主な履行義務です。

このうち、広告の折込、出稿、掲載等をすることにより一時点で履行義務を充足するものについては、

当該時点で収益を認識しております。また、顧客との契約に基づき一定期間にわたって広告の掲載等をす

ることにより履行義務を充足するものについては、契約期間にわたって期間均等額で収益を認識しており

ます。

なお、当社の役割が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から第

三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

 

②制作物販売

主に販促物及びクリエイティブコンテンツの企画制作を行っており、顧客との契約に基づく所定の制作

物を顧客に引渡すことが主な履行義務です。制作物の引渡しにより制作物に対する支配が顧客に移転する

ため、顧客に制作物を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、一部の取引については制作物

の出荷から顧客に引渡すまでがごく短期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。
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（重要な会計上の見積り）

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 － －

 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　１．の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）繰延税金資産」の内容と同一

であります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準等」と

いう。）を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、顧客への

販売における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認

識しておりましたが、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変

更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第

86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額

を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の売上高及び売上原価は274百万円減少しております

が、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益には影響はありません。また、利益剰余金期首残高に与

える影響はありません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。
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（貸借対照表関係）

※１．担保提供資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

現金及び預金（定期預金） 5百万円 5百万円

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

買掛金 －百万円 －百万円

 

※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社との金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

短期金銭債権 33百万円 1百万円

短期金銭債務 34百万円 29百万円

 

　３．当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行（前事業年度は取引銀行４行）と当座貸越

契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

当座貸越契約の総額 1,400百万円 1,400百万円

借入実行残高 －百万円 200百万円

差引額 1,400百万円 1,200百万円

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

営業取引による取引高 387百万円 375百万円

売上高 44百万円 25百万円

仕入高 342百万円 349百万円

営業取引以外の取引による取引高 0百万円 0百万円

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度69％、当事業年度71％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度31％、当事業年度29％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

従業員給与手当 887百万円 802百万円

支払手数料 171百万円 171百万円
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式884百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子

会社株式884百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載し

ておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

繰延税金資産   

未払事業税 1百万円 －百万円

投資有価証券 12百万円 6百万円

関係会社株式 92百万円 104百万円

税務上の繰越欠損金 124百万円 138百万円

貸倒引当金 38百万円 30百万円

その他 12百万円 13百万円

繰延税金資産小計 281百万円 292百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引

当額
△124百万円 △138百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評

価性引当額
△157百万円 △154百万円

評価性引当額小計 △281百万円 △292百万円

繰延税金資産合計 －百万円 －百万円

繰延税金負債   

その他 △1百万円 △5百万円

繰延税金負債合計 △1百万円 △5百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △1百万円 △5百万円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度
（2021年３月31日）

 
当事業年度

（2022年３月31日）

税引前当期純損失を計上しているた

め、記載を省略しております。

　法定実効税率 34.6％

　（調整）  

　評価性引当額の増減 △31.3％

　住民税均等割 5.0％

　その他 0.1％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.4％

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

当社は2022年２月22日付で資本金を100百万円に減資したことにより、法人事業税の外形標準課税が不

適用となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を30.6％

から34.6％に変更しております。

この税率変更による当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

 

（収益認識関係）

「第５　経理の状況　１．　連結財務諸表等　注記事項　（収益認識関係）」をご参照ください。
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

「第５　経理の状況　１．　連結財務諸表等　注記事項　（重要な後発事象）　（自己株式の取得）」をご参

照ください。

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形 建物 96 0 － 3 96 77

固定資産 車両運搬具 79 7 7 7 78 62

 工具、器具及び備品 94 4 7 6 90 80

 建設仮勘定 － 0 － － 0 －

 計 269 12 15 17 266 221

無形 ソフトウエア 439 13 － 16 453 416

固定資産 ソフトウェア仮勘定 1 32 13 － 19 －

 計 440 46 13 16 473 416

　（注）１　当期首残高及び当期末残高については取得価額で記載しております。

２　減価償却累計額欄には、減損損失累計額を含んでおります。

 

【引当金明細表】

(単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 4 1 1 4

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

 

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ─────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事

故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL（http://www.gendai-a.co.jp/）

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

（第26期）（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）2021年６月30日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2021年６月30日関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

（第27期第１四半期）（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）2021年７月30日関東財務局長に提出

（第27期第２四半期）（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）2021年10月29日関東財務局長に提出

（第27期第３四半期）（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年１月31日関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

2021年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

 

2022年２月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

 

2022年６月17日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。

 

(5) 自己株券買付状況報告書

報告期間（自　2021年７月１日　至　2021年７月31日）2021年８月４日関東財務局長に提出

報告期間（自　2021年８月１日　至　2021年８月31日）2021年９月６日関東財務局長に提出

報告期間（自　2021年９月１日　至　2021年９月30日）2021年10月８日関東財務局長に提出

報告期間（自　2021年10月１日　至　2021年10月31日）2021年11月11日関東財務局長に提出

報告期間（自　2021年11月１日　至　2021年11月30日）2021年12月８日関東財務局長に提出

報告期間（自　2021年12月１日　至　2021年12月31日）2022年１月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　2022年１月１日　至　2022年１月31日）2022年２月８日関東財務局長に提出

報告期間（自　2022年２月１日　至　2022年２月28日）2022年３月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　2022年３月１日　至　2022年３月24日）2022年３月25日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2022年６月28日

  

ゲンダイエージェンシー株式会社 
 

取 締 役 会 　御 中 

 

 有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ 

 東 京 事 務 所 

 

 指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 三 澤 　幸 之 助 

 

 指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 齋 藤 　　映 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているゲンダイエージェンシー株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結

株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ゲンダイエージェンシー株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門

家として特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対す

る監査の実施過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して

個別に意見を表明するものではない。
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繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

　注記事項（税効果会計関係）に記載のとおり、

繰延税金資産の総額211百万円から評価性引当額

△192百万円が控除されている。

　評価性引当額は繰延税金資産の回収可能性が見

込めない場合に繰延税金資産の総額から控除され

るものであり、その大部分を占める親会社ゲンダ

イエージェンシー株式会社（以下、会社）の繰延

税金資産の回収可能性の判断が特に重要である。

　会社は、注記事項（重要な会計上の見積り）に

記載のとおり、重要な税務上の欠損金が発生して

いることから、「繰延税金資産の回収可能性に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　

2015年12月28日）で示されている会社分類に従い

分類4と判断しているため、繰延税金資産の回収

可能性を、主として翌一年の課税所得を基礎とし

て判断している。

　当該課税所得の見積りは、会社の翌期の事業計

画（業績予測）に基づいており、主要事業である

パチンコホール広告事業の受注状況の影響を受け

る。特に現在の環境下では、新型コロナウイルス

感染症が将来収益に与える影響を客観的に予測す

ることは困難であることから、会社は当該パチン

コホール広告の受注予測について、一定の仮定を

用いている。

　当該仮定は、新型コロナウイルス感染症による

影響が生じる期間及び程度などの不確実性を伴う

ため、これに関する経営者による判断が繰延税金

資産の計上額に重要な影響を及ぼす。

　以上を踏まえ、当監査法人は、経営者が繰延税

金資産の回収可能性を判断するために用いた、新

型コロナウイルス感染症の影響を含む広告受注の

予測が、当連結会計年度の連結財務諸表監査にお

いて特に重要であり、「監査上の主要な検討事

項」に該当すると判断した。

　当監査法人は、経営者による繰延税金資産の回

収可能性の判断の妥当性を検討するにあたり、関

連する内部統制の整備・運用状況を評価するとと

もに、会社が作成した翌期事業計画に基づく課税

所得の合理性を評価するため、主として以下の監

査手続を実施した。

・翌期の課税所得の見積りの前提となった事業計

画（業績予測）が適切な承認を得ていることを確

かめた。

・前期末において将来課税所得の見積りにあたっ

て使用した、新型コロナウイルス感染症により影

響が生じる期間及び程度に係る見積りと実績との

比較を行い、会社の見積りの偏向の有無及び事業

計画策定の精度について検討した。

・当期末における翌期の課税所得に関して、会社

が使用した重要な仮定であるパチンコホール広告

受注の予測について、新型コロナウイルス感染症

により影響が生じる期間及び程度を含め、経営者

と協議するとともに、見積りの基礎となった内部

資料の閲覧及び突合を行うことにより、会社の見

積りの合理性と実現可能性を評価した。
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その他の記載内容
　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれ
らの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。
また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか
どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候がある
かどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場

合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ

適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して

責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に

重要であると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただ

し、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書にお

いて報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告

すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

＜内部統制監査＞

監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ゲンダイエー
ジェンシー株式会社の2022年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
　当監査法人は、ゲンダイエージェンシー株式会社が2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は
有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告
に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に
準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、
「内部統制監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。
 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに
ある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することに
ある。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。
 

内部統制監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書
に対する意見を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための
監査手続を実施する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす
影響の重要性に基づいて選択及び適用される。
・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含
め、全体としての内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監
査の実施結果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
 

以　上

（注）１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ
り、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2022年６月28日

  

ゲンダイエージェンシー株式会社 
 

取 締 役 会 　御 中 

 

 有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ  

 東 京 事 務 所 
 

 指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 三 澤 　幸 之 助  

 

 指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 齋 藤 　　映  

 

監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているゲンダイエージェンシー株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第
27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方
針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ゲンダイエージェンシー株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する
事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と
してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。
 

監査上の主要な検討事項
　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として
特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施
過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を
表明するものではない。
 

繰延税金資産の回収可能性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（繰延税金資産の回収可能
性）と実質的に同一内容であるため、記載を省略している。
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その他の記載内容
　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれ
らの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。
また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　財務務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどう
か注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
 

財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸
表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別
に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性
があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来
の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並び
に財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であ
ると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等
により当該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告す
ることにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでな
いと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財
務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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